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貸　借　対　照　表
（2022年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額
（資産の部）

流　動　資　産 12,780
現 金 及 び 預 金 248
受 取 手 形 171
売 掛 金 8,766
商 品 2,584
貯 蔵 品 30
前 払 費 用 86
そ の 他 901
貸 倒 引 当 金 △ 10

固　定　資　産 32,629
有 形 固 定 資 産 27,743
建 物 2,732
タ ン ク 設 備 3,019
構 築 物 2,918
機 械 装 置 1,263
船 舶 2,296
車 輛 運 搬 具 0
工 具 器 具 備 品 190
土 地 14,623
リ ー ス 資 産 309
建 設 仮 勘 定 388

無 形 固 定 資 産 95
の れ ん 75
ソ フ ト ウ ェ ア 17
そ の 他 2

投資その他の資産 4,791
投 資 有 価 証 券 1,298
関 係 会 社 株 式 2,411
出 資 金 24
長 期 貸 付 金 25
繰 延 税 金 資 産 436
そ の 他 637
貸 倒 引 当 金 △ 42

資 産 合 計 45,409

科 目 金 額
（負債の部） 

流　動　負　債 17,155
買 掛 金 4,093
短 期 借 入 金 5,169
1年内返済予定の長期借入金 590
リ ー ス 債 務 123
未 払 金 1,094
未 払 費 用 290
未 払 石 油 税 183
未 払 法 人 税 等 850
契 約 負 債 91
預 り 金 4,368
賞 与 引 当 金 256
そ の 他 43

固　定　負　債 4,027
長 期 借 入 金 908
リ ー ス 債 務 222
再評価に係る繰延税金負債 1,169
退 職 給 付 引 当 金 527
役員退職慰労引当金 2
船 舶 修 繕 引 当 金 91
資 産 除 去 債 務 335
そ の 他 770

負 債 合 計 21,183
（純資産の部）

株　主　資　本 22,336
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
資 本 準 備 金 500

利 益 剰 余 金 20,786
利 益 準 備 金 76
その他利益剰余金 20,710
別 途 積 立 金 2,000
繰越利益剰余金 18,710

評価・換算差額等 1,889
その他有価証券評価差額金 211
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

純 資 産 合 計 24,225
負債及び純資産合計 45,409

損 　 益 　 計 　 算 　 書
自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 67,654
売 上 原 価 57,705

売 上 総 利 益 9,948
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,379

営 業 利 益 3,569
営 業 外 収 益
受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 61

雑 収 入 58 155
営 業 外 費 用
支 払 利 息 71

雑 損 失 3 74

経 常 利 益 3,650
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 42

受 取 補 償 金 30 72
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 31 31

税 引 前 当 期 純 利 益 3,691
法人税、住民税及び事業税 1,245

法 人 税 等 調 整 額 11 1,256

当 期 純 利 益 2,434
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貸　借　対　照　表
（2022年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額
（資産の部）

流　動　資　産 12,780
現 金 及 び 預 金 248
受 取 手 形 171
売 掛 金 8,766
商 品 2,584
貯 蔵 品 30
前 払 費 用 86
そ の 他 901
貸 倒 引 当 金 △ 10

固　定　資　産 32,629
有 形 固 定 資 産 27,743
建 物 2,732
タ ン ク 設 備 3,019
構 築 物 2,918
機 械 装 置 1,263
船 舶 2,296
車 輛 運 搬 具 0
工 具 器 具 備 品 190
土 地 14,623
リ ー ス 資 産 309
建 設 仮 勘 定 388

無 形 固 定 資 産 95
の れ ん 75
ソ フ ト ウ ェ ア 17
そ の 他 2

投資その他の資産 4,791
投 資 有 価 証 券 1,298
関 係 会 社 株 式 2,411
出 資 金 24
長 期 貸 付 金 25
繰 延 税 金 資 産 436
そ の 他 637
貸 倒 引 当 金 △ 42

資 産 合 計 45,409

科 目 金 額
（負債の部） 

流　動　負　債 17,155
買 掛 金 4,093
短 期 借 入 金 5,169
1年内返済予定の長期借入金 590
リ ー ス 債 務 123
未 払 金 1,094
未 払 費 用 290
未 払 石 油 税 183
未 払 法 人 税 等 850
契 約 負 債 91
預 り 金 4,368
賞 与 引 当 金 256
そ の 他 43

固　定　負　債 4,027
長 期 借 入 金 908
リ ー ス 債 務 222
再評価に係る繰延税金負債 1,169
退 職 給 付 引 当 金 527
役員退職慰労引当金 2
船 舶 修 繕 引 当 金 91
資 産 除 去 債 務 335
そ の 他 770

負 債 合 計 21,183
（純資産の部）

株　主　資　本 22,336
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
資 本 準 備 金 500

利 益 剰 余 金 20,786
利 益 準 備 金 76
その他利益剰余金 20,710
別 途 積 立 金 2,000
繰越利益剰余金 18,710

評価・換算差額等 1,889
その他有価証券評価差額金 211
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

純 資 産 合 計 24,225
負債及び純資産合計 45,409

損 　 益 　 計 　 算 　 書
自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 67,654
売 上 原 価 57,705

売 上 総 利 益 9,948
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,379

営 業 利 益 3,569
営 業 外 収 益
受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 61

雑 収 入 58 155
営 業 外 費 用
支 払 利 息 71

雑 損 失 3 74

経 常 利 益 3,650
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 42

受 取 補 償 金 30 72
特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 31 31

税 引 前 当 期 純 利 益 3,691
法人税、住民税及び事業税 1,245

法 人 税 等 調 整 額 11 1,256

当 期 純 利 益 2,434
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株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合　　計資　本

準備金

資　本
剰余金
合　計

利　益
準備金

その他利益剰余金 利　益
剰余金
合　計別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 1,050 500 500 76 2,000

1,050 500 500 76 2,000

16,199

196

16,396

△120

2,434

2,314

18,710

18,275

196

18,472

△120

2,434

2,314

20,786

19,825

196

20,022

△120

2,434

2,314

22,336

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

会計方針の変更による
累積的影響額

会計方針の変更を
反映した当期首残高

当期変動額合計 － － － － －

当期末残高 1,050 500 500 76 2,000

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（単位：百万円）

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

株主資本以外の項目の
当期中の変動額（純額）

会計方針の変更による
累積的影響額

会計方針の変更を
反映した当期首残高

評価・換算差額等

純資産
合　計

その他
有価証
券評価
差額金

土　地
再評価
差額金

評価・換
算差額等
合　計

当期首残高 21,835

196

22,032

△120

2,434

△120

2,193

24,225

2,009

2,009

△120

△120

1,889

1,678

1,678

－

1,678

331

331

△120

△120

211

当期変動額

剰余金の配当

当期純利益

当期変動額合計

当期末残高
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連 結 損 益 計 算 書
自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 87,687
売 上 原 価 71,501

売 上 総 利 益 16,185
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,416

営 業 利 益 3,769
営 業 外 収 益
受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 68

助 成 金 収 入 189

雑 収 入 82 376
営 業 外 費 用
支 払 利 息 82

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 41

雑 損 失 86 211

経 常 利 益 3,934
特 別 利 益
受 取 補 償 金 300

固 定 資 産 売 却 益 98 398
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 32 32

税金等調整前当期純利益 4,300
法人税、住民税及び事業税 1,573

法 人 税 等 調 整 額 △ 41 1,531

当 期 純 利 益 2,769
非支配株主に帰属する当期純利益 32
親会社株主に帰属する当期純利益 2,736

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額
（資産の部）

流　動　資　産 17,307
現 金 及 び 預 金 689
受 取 手 形 249
売 掛 金 10,328
棚 卸 資 産 4,681
そ の 他 1,372
貸 倒 引 当 金 △ 14

固　定　資　産 32,174
有 形 固 定 資 産 28,619
建 物 及 び 構 築 物 8,305
機械装置及び運搬具 4,476
工具、器具及び備品 247
土 地 13,820
リ ー ス 資 産 1,381
建 設 仮 勘 定 388

無 形 固 定 資 産 181
の れ ん 103
そ の 他 78

投資その他の資産 3,373
投 資 有 価 証 券 1,768
繰 延 税 金 資 産 629
そ の 他 991
貸 倒 引 当 金 △ 16

資 産 合 計 49,481

科 目 金 額
（負債の部） 

流　動　負　債 17,832
支払手形及び買掛金 6,034
短 期 借 入 金 5,169
1年内返済予定の長期借入金 592
リ ー ス 債 務 354
未 払 法 人 税 等 1,083
契 約 負 債 635
賞 与 引 当 金 585
そ の 他 3,378

固　定　負　債 5,209
長 期 借 入 金 934
リ ー ス 債 務 1,175
再評価に係る繰延税金負債 1,169
繰 延 税 金 負 債 62
役員退職慰労引当金 13
船 舶 修 繕 引 当 金 122
退職給付に係る負債 566
そ の 他 1,165

負 債 合 計 23,042
（純資産の部）

株　主　資　本 23,995
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
利 益 剰 余 金 22,445

その他の包括利益累計額 2,111
その他有価証券評価差額金 433
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

非支配株主持分 333

純 資 産 合 計 26,439
負債及び純資産合計 49,481
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連 結 損 益 計 算 書
自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 87,687
売 上 原 価 71,501

売 上 総 利 益 16,185
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 12,416

営 業 利 益 3,769
営 業 外 収 益
受 取 利 息 36

受 取 配 当 金 68

助 成 金 収 入 189

雑 収 入 82 376
営 業 外 費 用
支 払 利 息 82

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 41

雑 損 失 86 211

経 常 利 益 3,934
特 別 利 益
受 取 補 償 金 300

固 定 資 産 売 却 益 98 398
特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 32 32

税金等調整前当期純利益 4,300
法人税、住民税及び事業税 1,573

法 人 税 等 調 整 額 △ 41 1,531

当 期 純 利 益 2,769
非支配株主に帰属する当期純利益 32
親会社株主に帰属する当期純利益 2,736

連 結 貸 借 対 照 表
（2022年3月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額
（資産の部）

流　動　資　産 17,307
現 金 及 び 預 金 689
受 取 手 形 249
売 掛 金 10,328
棚 卸 資 産 4,681
そ の 他 1,372
貸 倒 引 当 金 △ 14

固　定　資　産 32,174
有 形 固 定 資 産 28,619
建 物 及 び 構 築 物 8,305
機械装置及び運搬具 4,476
工具、器具及び備品 247
土 地 13,820
リ ー ス 資 産 1,381
建 設 仮 勘 定 388

無 形 固 定 資 産 181
の れ ん 103
そ の 他 78

投資その他の資産 3,373
投 資 有 価 証 券 1,768
繰 延 税 金 資 産 629
そ の 他 991
貸 倒 引 当 金 △ 16

資 産 合 計 49,481

科 目 金 額
（負債の部） 

流　動　負　債 17,832
支払手形及び買掛金 6,034
短 期 借 入 金 5,169
1年内返済予定の長期借入金 592
リ ー ス 債 務 354
未 払 法 人 税 等 1,083
契 約 負 債 635
賞 与 引 当 金 585
そ の 他 3,378

固　定　負　債 5,209
長 期 借 入 金 934
リ ー ス 債 務 1,175
再評価に係る繰延税金負債 1,169
繰 延 税 金 負 債 62
役員退職慰労引当金 13
船 舶 修 繕 引 当 金 122
退職給付に係る負債 566
そ の 他 1,165

負 債 合 計 23,042
（純資産の部）

株　主　資　本 23,995
資 本 金 1,050
資 本 剰 余 金 500
利 益 剰 余 金 22,445

その他の包括利益累計額 2,111
その他有価証券評価差額金 433
土 地 再 評 価 差 額 金 1,678

非支配株主持分 333

純 資 産 合 計 26,439
負債及び純資産合計 49,481
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連結注記表
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項〕
１．連結の範囲に関する事項
　(1) 連結子会社の数　　　10 社

主要な連結子会社の名称
㈱りゅうせきライフサポート、㈱りゅうせきフロントライン、㈱りゅうせきビジネスサー
ビス、㈱りゅうせき建設、㈱りゅうせきケアプロ、㈱大亜、他 4社

　(2) 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称　　　㈲ロコファーム
（連結の範囲から除いた理由）
休眠会社であり、全体として重要性がないため除外しております。

　(3) 連結の範囲の変更
当連結会計年度において、新たに株式会社大亜を設立したため、連結の範囲に含めてお
ります。
また、当社の連結子会社であった株式会社日亜商事と株式会社大門商事は、連結子会社
である株式会社大亜を存続会社とする吸収合併により解散したため、連結の範囲から除外
しております。

２．持分法の適用に関する事項
　　持分法適用の関連会社の数　　　1社

持分法適用会社の名称　㈱りゅうせき低温流通

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
　（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　その他有価証券
　　　　　市場価格のない株式等以外のもの……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定しており
ます。）

　　　　　市場価格のない株式等…………………総平均法による原価法
　　②デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法
　　③棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定しております。）
　（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　①有形固定資産（リース資産を除く）………経済的耐用年数に基づく定額法
　　②無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法を採用しております。

　　③リース資産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　（3） 重要な引当金の計上基準
　　①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

　　②賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度に対応する見積額
を計上しております。

　　③役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額の全額
を計上しております。なお、2004 年 4 月 1 日の役員処遇内規の改定により、改定時に
おける当連結会計年度末在任の役員退職慰労金相当額を役員退職慰労引当金として計上
しております。

　　④船舶修繕引当金
船舶の定期検査の支出に備えるため、当連結会計年度末に負担すべき見積額を計上して
おります。

　（4）退職給付に係る会計処理の方法
当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給
付に係る当連結会計年度末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。

　（5）重要な収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な
履行業務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）
は以下のとおりであります。
　石油関連事業においては、主に石油製品等の卸売及び小売販売を行っております。製
品の販売は、製品の支配が顧客に移転した時点で履行義務が充足されるものであり、引
き渡し時点で製品と交換に受け取ると見込まれる金額を収益として認識しております。
　なお、軽油引取税のように、販売時点において課税され、当社及び連結子会社が代理
人として回収していると考えられる税額は、売上高に含めず純額を収益として認識して
おります。
　ガス関連事業においては、主に LP ガス、天然ガス等の販売を行っております。LP
ガス販売においては、顧客との契約に基づく毎月の検針日に実施した検針による顧客の
使用量に基づいて収益を認識しており、月末以外の日に実施する検針については、決算
月に実施した検針日から決算日までに生じた収益を、決算月の日数に対する未検針日数
の割合に基づく日数按分により見積もった額を収益として認識しております。

　（6）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　　①ヘッジ会計の方法
　　　　ヘッジ会計の方法 ……… 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利通貨スワップ

について、一体処理（特例処理、振当処理）の要件を満たして
いる場合には一体処理を、金利スワップについて特例処理の条
件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象　ヘッジ手段 ……金利通貨スワップ、金利スワップ
　　　　　　　　　　　　　　　　ヘッジ対象 ……借入金
　　　　ヘッジ方針  ……………　資金調達に伴う為替相場変動リスク及び金利変動リスクを回

避する目的で利用することに限定しております。
　　　　ヘッジ有効性の評価…… 繰延ヘッジについては、ヘッジ開始時から有効性判定時までの

期間において、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フ
ロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎に判断し
ております。
ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件がほぼ一致し
ている場合は、ヘッジに高い有効性があるとみなしており、
これをもって有効性の判定に代えております。

また、特例処理によっている金利スワップについては、有効
性の判定を省略しております。

　②のれんの償却に関する事項
　　　のれんの償却については、5年間の定額法により償却を行っております。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号　2020 年３月 31 日。以下「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を
認識することとしております。
これによる主な変更点は以下の通りであります。

（1）軽油引取税に係る収益認識
これまで、販売時点において課税される軽油引取税について、売上高および売上原価に含
めて表示しておりましたが、代理人として回収していると考えられることから、純額で表示
する方法に変更しております。
なお、揮発油税のように販売以前の過程において課税され、売上金額に含まれている税額
は従来どおり売上高に含めております。
（2）ガス販売に係る収益認識
ガス販売に係る収益について、従来は毎月の検針による使用量の計量に基づき収益を認識
しておりましたが、決算月の検針日から決算日までに生じた収益を見積って認識する方法に
変更しております。
（3）他社ポイント付与に関する収益認識
連結子会社りゅうせきライフサポートの SS 部門において、他社が運営するポイントプロ
グラムに参加しており、商品を購入した顧客に対し、売上高に応じて一定の他社ポイントを
付与する販売企画を行っております。これまで、ポイント付与経費については販売管理費と
して計上し、販売総額を売上高として計上しておりましたが、ポイント付与経費については
第三者のために回収する金額であると考えられることから、純額で表示する方法に変更して
おります。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過
的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場
合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た
な会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第 86 項に定める方法を適用し、
当連結会計年度の期首より前までに従前の取り扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認
識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
この結果、当連結会計年度の売上高 2,032 百万円、売上原価 2,089 百万円それぞれ減少し、
販売費及び一般管理費が 14 百万円減少しました。営業利益、経常利益及び税金等調整前当期
純利益はそれぞれ 72 百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は 196 百万
円増加しております。
なお、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形
及び売掛金」は当連結会計年度より「受取手形」、「売掛金」にそれぞれ区分表示し、「流動負債」
に表示していた「その他」は、当連結会計年度より「契約負債」及び「その他」にそれぞれ
区分表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30 号 2019 年 7 月 4 日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金
融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 2019 年 7 月 4 日）第 44-2 項に定める経過

的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することとしております。
なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響はありません。
また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
等の注記を行うこととしております。

（会計上の見積りに関する注記）
固定資産の減損は、至近の業績や事業環境の変化、将来の事業計画に基づく将来キャッシュ・
フローの見積りをもとに、減損の兆候の有無や減損損失の認識の要否ならびに減損損失の計
上額を判断しております。
また、繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によっ
て見積もっております。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、
実際に発生したキャッシュ・フローや課税所得の発生時期及び金額が見積りと異なった場合、
翌連結会計年度の連結計算書類において、業績及び財産の状況に影響を与える可能性があり
ます。
これらの見積りに基づき連結貸借対照表に計上した金額は以下のとおりであります。

（追加情報）
前連結会計年度の連結計算書類の追加情報に記載した新型コロナウイルス感染症による影
響に関する仮定について、重要な変更はございません。

連結株主資本等変動計算書
自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本
合　　計

当期首残高

会計方針の変更による
累積的影響額

会計方針の変更を反映した
当期首残高

当期変動額

当期首残高

会計方針の変更による
累積的影響額

会計方針の変更を反映した
当期首残高

当期変動額

1,050

1,050

－

1,050

500

500

－

500

19,632

196

19,828

△120

2,736

2,616

22,445

21,182

196

21,378

△120

2,736

2,616

23,995

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額）

親会社株主に帰属する
当期純利益

剰余金の配当

当期変動額合計

当期末残高

その他の包括利益累計額
非支配株主
持　　　分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

その他の包括利益
累計額合計

635

635

△202

△202

433

1,678

1,678

－

－

1,678

1,678

1,678

－

－

1,678

2,313

2,313

△202

△202

2,111

2,313

2,313

△202

△202

2,111

301

301

32

32

333

301

301

32

32

333

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額）

当期変動額合計

当期末残高

23,796

196

23,993

△120

2,736

△170

2,446

26,439


